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ールス・ロイスの車体が使われたという事例（ドイツ連邦通常裁判所 1982 年 12 月 9 月判












                                                   
1 拙稿「著名商標の保護についてーアンブッシュ・マーケティング規制の検討を中心に」日本大学知財ジ
ャーナル 6 号 33 頁（2013 年 3 月）、同「2020 年東京オリンピック開催決定と知財法業界への新たな課
題」早稲田大学知的財産法制研究センター・ウエブサイト(http://www.rclip.jp 2013 年 9 月)、同｢オリ
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2 拙稿「知財視点のブランド・マネジメントー商標法・不正競争防止法で保護されるための『出所』表示
ー」田中洋編『ブランド戦略全書』（有斐閣 2014 年 11 月発行予定）。これは、修士学位論文（2012
年 1 月提出）の一部を再構成したものである。 
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経緯・背景を検証することで、我が国の法体系のなかであるべき姿につき示唆を得ることが
できると考える。 





 第 2 章では、アンブッシュ・マーケティングの定義や主な活動のタイプを確認し、各国
で制定されている法律を分析する。 
（１）アンブッシュ・マーケティングとは 
国際オリンピック委員会（International Olympic Committee 以下「IOC」という）や





















                                                   
3 仁科貞文=田中洋＝丸岡吉人著『広告心理』（電通 2007）271 頁 
4 例えば、取引関係がないにもかかわらず、ある会社の会社案内・ホームページ等で、その会社の主要取
引先として周知・著名な会社が表記されるといったこと 
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5 拙稿「著名商標の保護についてーアンブッシュマーケティング規制の検討を中心に―」日本大学知財ジ
ャーナル 6 号（2013 年 3 月）38-40 頁参照。なお、2002 年に米国ソルトレイクシティで冬季オリンピ
ックが開催されているが、米国では Ted Stevens Olympic and Amateur Sports Act（1978 年（1998 年
に一部改正））が制定されているが、本稿であわせて検討する。 




7 Ted Stevens Olympic and Amateur Sports Act 




10 例えば、Phillip Johnson, AMBUSH MARKETING AND BRAND PROTECTION 2nd ed. (2011) p20, 
Andrew M. Louw, AMBUSH MARKETING AND THE MEGA-EVENT MONOPOLY (2012) pp169-
171 
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（１）「アンブシュ・マーケティング規制法」制定の必要性 
まず、オリンピック、FIFA ワールドカップ、コモンウェルスゲーム、NFL スーパーボウ



























2000 年シドニーオリンピックを開催したオーストラリア及び 2014 年ソチオリンピック
を開催したロシアにおいては、民間イベントであるオリンピックのためにアンブッシュ・マ
ーケティング規制法は、競争法にて｢誤認を生じやすい又はぎまん的若しくは誤認を生じさ
                                                   
11 1998 年長野オリンピックの際に、長野オリンピック組織委員会が配布したパンフレット  
拙稿・前掲注 5) 44-45 頁及び拙稿「アンブッシュ・マーケティングの法的問題」ビジネスロージャー
ナル 76 号 79 頁（2014）参照 
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 第 4 章では、我が国で 2020 年東京オリンピックが開催されることから、アンブシュ・マ
ーケティング規制法を、我が国で制定する基礎があるかを検討する。 
（１）商標法・不正競争防止法 2 条 1 項 1 号及び 2 号、同法 17 条 





（２）不正競争防止法 2 条 1 項 13 号（誤認惹起行為） 
次に、不正競争防止法 2 条 1 項 13 号（誤認惹起行為）について検討する。同号の規定す
る「内容」について「その商品又は役務の実質や属性をいう13」とし、そして他社の売れ筋
商品又は役務に便乗して自己の商品又は役務の内容、品質について優良誤認を惹起せしめ
                                                   
12 拙稿｢オリンピック開催とアンブッシュ・マーケティング規制法｣日本知財学会誌 11 巻 1 号 9-11 頁
（2014） 
13 山本庸幸『要説不正競争防止法（第 4 版）』（発明協会 2006）210 頁 
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改正前の旧不正競争防止法 1 条 1 項 5 号の制定は、パリ条約 10 条の 2 は、（2）項に一般
条項があり、例示としての（3）項がある規定であるにも拘わらず、（3）項 3 号が新設され










があるかのような表示は、景品表示法 4 条 1 項 1 号の｢商品又は役務の品質、規格その他の
内容｣という場合の｢内容｣に含まれると考えることは、不正競争防止法 2 条 1 項 13 号と同
様、難しい。 







                                                   
14 経済産業省知的財産政策室編著『逐条解説不正競争防止法平成 23･24 年改正版』（有斐閣 2012）100-
101 頁 
15 経済産業省知的財産政策室･前掲注 14) 100 頁 
16 経済産業省知的財産政策室･前掲注 14) 100 頁 
17 1958 年リスボン会議（第七回改正会議）では、(3)項 3 号の規定が追加された。 
18 来生新｢独占禁止法体系の整備と消費者保護法としての独占禁止法の確立｣正田彬先生古稀祝賀『独占
禁止法と競争政策の理論と展開』（三省堂 1999）31-32 頁  利部脩二｢不当景品類及び不当表示防止
法について｣公正取引 142 号 39 頁(1962)も同趣旨を述べる。 
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関する法律｣（昭和 22 年法律第 159 号）19が存在している。また、アンブッシュ・マーケテ
                                                   
19 赤十字の標章及び名称等の使用の制限に関する法律（昭和 22 年法律第 159 号）は、刑事罰により使用
の制限（第 4 条）するもので、民事的な対応（使用差し止め、損害賠償請求）は予定されていない。ま
た、第三者が、赤十字の標章及び名称等と同一又は類似の商標登録はできない（商標法 4 条 1 項 4 号）。 
 Masaru ADACHI 
9 





































 Masaru ADACHI 
10 







































 Masaru ADACHI 
11 





















あるもの」と説示した最高裁21（最判昭 35 年 4 月 6 日 昭和 33（あ）342 刑集 14 巻
5 号 525 頁）、及びこの最高裁判決を引用しつつ「『混同を生じさせる行為』が、周知表
示の出所表示機能を破壊し、営業上の利益を害するのみならず、一般取引者及び需要者
を害し、ひいては取引秩序を混乱破壊するものである」とした知財高裁平成 19 年 11 月








                                                   
21 旧不競法 1 条 1 号又は 2 号に該当する行為が禁止され、かつ刑事罰の対象となる理由を述べたもの 
22 裁判所ウェブサイト 原審は、東京地裁平成 19 年 5 月 31 日判決 平成 18 年（ワ）17357 
